

























































































































































た、『L’État en France de 1789 à nos jours』（Pierre Rosanvallon, Seuil, 
















































































れ る 団 体 」（Dictionnaire de l’Académie française, ５th Edition （1798
（10）
））
と定義され中世から存在するが、商工業の社団（corps du commerce et de 
l’industrie）だけではなく、大学・アカデミーという学者の社団（corps 
savant）、王の官職保有者の社団（corps d’officiers royaux）、弁護士など
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視する反結社法がある。モンテスキュー（Montesquieu, Charles Louis de 












































農村を襲うなどの噂が広がり、 7 月20日から 8 月 ６ 日にかけて恐怖した農民
による領主の館への襲撃が全国で発生する（大恐怖　La grande Peur）。こ
うした事態に対処するため憲法制定国民議会は、1789年 8 月 ４ 、 ６ 、 7 、
8 、11日＝11月 ３ 日の「封建制、領主裁判所、十分の一税、官職売買、特
権、聖職碌取得金、複数の聖職碌を受けることなどの廃止に関するデクレ」
（Décret portant abolition du régime féodal, des justices seigneuriales, 
des dîmes, de la vénalité des offices, des privilèges, des annates, de la 
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な廃止、第 ４ 条ですべての領主裁判所の廃止、第 ５ 条で十分の一税の廃止、








　そして1789年 8 月26日には「人および市民の権利の宣言」（Déclaration 





































































　1791年 ２ 月13日、ダラルド（d’Allarde, Pierre Gilbert Le Roy, baron）




」Décret portant suppression de tous 































































































































































　91年憲法が決定される1791年 9 月 ３ 日の約 ３ ヶ月前、1791年 ６ 月14日＝
17日のル・シャプリエ法（Loi Le Chapelier 「同一身分および同一職業の労
働者および職人の集合に関するデクレ」Décret relatif aux assemblées d’


























































（Décret qui déclare que tous les citoyens ont droit de s’assembler et de 




















































































































































































































































立法議会の招集（1791年10月 １ 日）直前に、1791年 9 月27日＝10月16日の
「王国内に存するすべての商業会議所の廃止に関するデクレ」（Décret por-











































































　国民議会は、当初12条あった法案の第 １ 条，第 ５ 条、第 ６ 条、第 7 条の審
議を決定し、その他の条文（第 ２ 条～第 ４ 条は商業会議所の財務状況の一覧
表の作成・報告など、第 8 条は市町村によるマニュファクチャーの監督、第
9 条～第11条は商業関係のデータの収集・整理・保管をおこなう国家機関、
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第12条はデータに基づく諸表の作成と内務大臣の議会報告について規定す


















（bureau de la balance du commerce）の廃止などを規定する
（110）
。第 ４ 条は、


































































































述の congérgation monastique の連合体である institut religieux の概念を
包含するようになる。次に congrégation であるが、一つの修道会（ordre）
の内部において全国的あるいは地方的な連合体を形成し、修道院長などの管
轄下にある修道士を集める congrégation monastique と、聖職者や非聖職
者の単式誓願をおこなう団体あるいは誓願をおこなわない共同生活の団体






























法制定国民議会は、1789年11月 ２ 日＝ 9 日の「教会財産を国の自由な使用





prohibe en France les vœux monastiques de l’un et de l’autre sexe）によ









クレ」（Décret général sur la suppression des congrégations séculières, le 






　J. B. マシュウ（J. B. Massieu、オワーズ県の司教、セーヌ-エ-オワーズ
県の議員）は、聖職者委員会名で、「男性の在俗修道会に関する報告および














































道会の廃止に関する報告およびデクレ案」（rapport et projet de décret sur 



























































































提起され、条文の起草を除いて第 １ 条が採択され、続いて第 ２ 条から第14条
が提起される。結局議会は、激しい拍手の中で、条文の起草を除いてすべて
の宗教的服装の禁止という原則を決定する。
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